
浅
沼
潤
三
郎
教
授　

略
年
譜
お
よ
び
主
要
著
作
目
録



略
　
年
　
譜

�

三
四
七

同
志
社
法
学
　
六
〇
巻
三
号

略
　
年
　
譜

　
一
九
三
五
年
一
〇
月
一
〇
日
生
ま
れ

学
　
　
歴

　
一
九
五
五
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
京
都
大
学
法
学
部
入
学

　
一
九
五
七
年
九
月
〜
五
八
年
三
月
　
休
学

　
一
九
六
一
年
三
月
　
　
　
　
　
　
　
京
都
大
学
法
学
部
卒
業

　
一
九
六
一
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
京
都
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科 

公
法
学
専
攻
修
士
課
程
入
学

　
一
九
六
三
年
三
月
　
　
　
　
　
　
　
同
大
学
修
士
課
程
修
了

　
一
九
六
三
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
同
大
学
博
士
課
程
進
学

　
一
九
六
七
年
三
月
　
　
　
　
　
　
　
同
大
学
博
士
課
程
中
退

職
　
　
歴

　
一
九
六
七
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
同
志
社
大
学
法
学
部
専
任
講
師

　
一
九
六
九
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
同
志
社
大
学
法
学
部
助
教
授

　
一
九
七
五
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
同
志
社
大
学
法
学
部
教
授

　（
一
二
五
七
）



略
　
年
　
譜

�

三
四
八

同
志
社
法
学
　
六
〇
巻
三
号

　
一
九
七
八
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
同
志
社
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
博
士
前
期
課
程
教
授

　
一
九
八
一
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
同
志
社
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
博
士
後
期
課
程
教
授

　
二
〇
〇
六
年
三
月
　
　
　
　
　
　
　
同
志
社
大
学
停
年
退
職

　
二
〇
〇
六
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
同
志
社
大
学
名
誉
教
授

役
　
職
　
歴

　
一
九
七
〇
年
四
月
〜
七
一
年
三
月
　
学
生
主
任

　
一
九
八
五
年
四
月
〜
八
六
年
三
月
　
研
究
室
主
任

　
一
九
九
八
年
四
月
〜
二
〇
〇
〇
年
三
月
　
大
学
院
委
員

学
外
役
職
歴
そ
の
他

　
一
九
六
九
年
四
月
〜
九
月
　
　
　
　
立
命
館
大
学
非
常
勤
講
師

　
一
九
七
八
年
四
月
〜
七
九
年
三
月
　
関
西
大
学
非
常
勤
講
師

　
一
九
七
九
年
二
月
　
　
　
　
　
　
　
高
知
大
学
非
常
勤
講
師

　
一
九
八
〇
年
九
月
〜
一
二
月
　
　
　
岡
山
大
学
非
常
勤
講
師

　
一
九
八
一
年
九
月
〜
八
三
年
三
月
　
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
バ
ー
ク
レ
ー
・
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
客
員
教
授

　
一
九
八
三
年
四
月
〜
九
月
　
　
　
　
ケ
ル
ン
大
学
税
法
研
究
所
客
員
教
授

　
一
九
八
四
年
四
月
〜
八
五
年
三
月
　
滋
賀
県
公
害
対
策
審
議
会 

特
別
委
員

　
一
九
八
五
年
四
月
〜
八
六
年
三
月
　
阪
神
高
速
道
路
公
団
工
事
広
報
調
査
研
究
委
員
会 

委
員

　（
一
二
五
八
）



略
　
年
　
譜

�

三
四
九

同
志
社
法
学
　
六
〇
巻
三
号

　
一
九
七
〇
年
四
月
　
　
　
　
　
　
　
日
本
税
法
学
会 

理
事
（
現
在
に
至
る
）

　
一
九
九
三
年
三
月
　
　
　
　
　
　
　（
財
団
法
人
）
岩
國
育
英
財
団 

理
事
（
現
在
に
至
る
）

主
要
著
作
目
録
業
績

著
　
　
書

一
九
七
六
年
　
　『
判
例
所
得
税
法
』（
清
永
敬
次
、
園
部
逸
夫
と
共
著
）
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房

一
九
九
五
年
　
　『
地
方
自
治
大
系
　
第
三
巻
』（
清
永
敬
次
、
村
井
正
と
共
編
著
）
嵯
峨
野
書
院

一
九
九
九
年
　
　『
租
税
法
要
論
』
八
千
代
出
版

二
〇
〇
一
年
　
　『
行
政
法
講
義
』（
佐
伯
彰
洋
と
共
著
）
八
千
代
出
版

二
〇
〇
五
年
　
　『
改
正
行
政
事
件
訴
訟
法 

―
解
説
と
演
習
―
』
八
千
代
出
版

論
　
　
文

一
九
六
二
年
　
　「
リ
ー
ジ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
考
え
方
」
都
市
問
題
研
究
一
四
巻
一
号

　
　
同
　
年
　
　「
西
ド
イ
ツ
に
お
け
る
資
本
輸
出
促
進
の
た
め
の
税
制
上
の
特
別
措
置
」
租
税
研
究
一
四
四
号

一
九
六
三
年
　
　「
米
国
に
お
け
る
租
税
回
避
の
理
念
⑴
〜
�
」税
法
学
一
五
四
号
〜
一
五
八
号
、一
六
〇
号
、一
六
二
号
、一
六
四
号
、一
六
七
号
〜
一
七
九
号

一
九
六
七
年
　
　「
米
国
に
お
け
る
段
階
行
為
⑴
〜
⑶
」
税
法
学
一
九
六
号
、
一
九
八
号
、
二
〇
一
号

　（
一
二
五
九
）



略
　
年
　
譜

�

三
五
〇

同
志
社
法
学
　
六
〇
巻
三
号

一
九
六
九
年
　
　「
ア
メ
リ
カ
の
租
税
裁
判
所
」
税
と
社
会
二
号

一
九
七
〇
年
　
　「
米
国
判
例
に
お
け
る
租
税
回
避
㈠
」
同
志
社
法
学
一
一
三
号

一
九
七
七
年
　
　「
米
国
税
法
と
実
質
主
義
の
本
質
⑴
〜
⑶
」
税
法
学
三
一
七
号
〜
三
一
九
号

　
　
同
　
年
　
　「
米
国
税
法
と
法
人
格
否
認
」
中
川
一
郎
先
生
古
稀
記
念
税
法
学
論
文
集
　
三
晃
社

一
九
八
〇
年
　
　「
米
国
税
法
と
実
質
主
義
の
本
質
⑷
、
⑸
」
税
法
学
三
四
九
号
、
三
五
二
号

一
九
八
一
年
　
　「
実
質
主
義
」
税
法
学
三
六
三
号

一
九
八
二
年
　
　「
譲
渡
取
得
と
租
税
」
大
阪
弁
護
士
会
・
友
新
会
編
『
法
律
実
務
と
租
税
法
』
第
一
法
規

一
九
八
四
年
　
　「
外
国
人
に
よ
る
米
国
不
動
産
の
取
得
と
課
税
」
税
法
学
三
九
九
号

一
九
八
六
年
　
　「『
自
己
否
認
』
に
つ
い
て
⑴
、
⑵
」
税
法
学
四
二
四
号
、
四
二
五
号

一
九
九
五
年
　
　「
地
方
税
課
税
権
の
基
本
構
造
㈠
〜
㈢
」
同
志
社
法
学
四
七
巻
一
号
〜
三
号

二
〇
〇
一
年
　
　「
地
方
分
権
化
と
地
方
公
共
団
体
の
課
税
権
の
在
り
方
」
関
西
大
学
法
学
研
究
所
発
行
「
ノ
モ
ス
」
一
二
号

二
〇
〇
二
年
　
　「
違
法
支
出
金
の
損
金
性
―
税
法
の
中
立
性
制
限
試
論
―
」
同
志
社
法
学
五
三
巻
七
号

二
〇
〇
六
年
　
　「
更
正
の
請
求
」
と
改
正
行
政
事
件
訴
訟
法
　
　
税
法
学
五
五
六
号

外
国
法
注
釈

一
九
六
三
年
　
　「
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
研
究
⑴
〜
�
」（
須
貝
脩
一
、
清
永
敬
次
と
共
同
執
筆
）
税
法
学
一
四
八
号
〜
二
八
三
号

一
九
六
六
年
　
　「
一
九
六
四
年
の
内
国
歳
入
法
⑴
〜
�
」（
須
貝
脩
一
、
清
永
敬
次
と
共
同
執
筆
）
税
法
学
一
八
一
号
〜
二
七
八
号

　（
一
二
六
〇
）



略
　
年
　
譜

�

三
五
一

同
志
社
法
学
　
六
〇
巻
三
号

資
　
　
料

一
九
六
八
年
　
　「
租
税
回
避
に
関
す
る
ア
メ
リ
カ
連
邦
最
高
裁
判
例
」
税
法
学
二
一
一
号
、
二
一
五
号
〜
二
一
九
号

　
　
同
　
年
　
　「
ア
メ
リ
カ
の
納
税
者
の
権
利
救
済
制
度
の
概
要
」
税
法
学
二
一
五
号

一
九
七
九
年
　
　「
米
国
税
法
上
の
法
人
格
否
認
の
諸
規
定
」
税
法
学
三
四
六
号

判
例
批
評
（
抄
）

一
九
七
七
年
　
　「
財
産
分
与
と
譲
渡
所
得
課
税
（
最
三
判
昭
和
五
〇
年
五
月
二
七
日
）」
民
商
法
雑
誌
七
七
巻
二
号

一
九
九
三
年
　
　「
過
誤
納
源
泉
徴
収
額
の
確
定
申
告
に
よ
る
清
算
の
可
否
（
最
二
判
平
成
四
年
二
月
一
八
日
）」
判
例
評
論
四
一
四
号

　
一
九
九
九
年
　
　「
テ
レ
ビ
放
映
権
の
取
得
に
対
し
外
国
法
人
に
支
払
わ
れ
た
金
員
は
、
国
内
源
泉
所
得
か
（
東
京
高
判
平
成
九
年
九
月
二
五
日
）」
知
財
管

理
四
九
巻
八
号

　（
一
二
六
一
）




